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( 1 ) 国家を代表する機関・存在として、外交使節や領事機関、国家元首、行政府の長 (首
相) や外務大臣および軍隊、軍艦、軍用航空機などがある。
( 2 ) 具体例として、外交関係に関するウィーン条約 (1961年 4 月 18日採択、1964 年 4 月
24日発効、日本 1964 年 7月 8日発効)、領事関係に関するウィーン条約 (1963年 4 月 24
日採択、1967年 3月 19日発効、日本 1983年 11月 2 日発効)、その他、外国軍隊の駐留に
関する地位協定などがそれに該当する。なお、軍艦は、許可を得ることなく無害通航権の
範囲内で他国領海内での航行が認められている (国連海洋法条約 17 条)。
( 3 ) 参照、Dieter Fleck ed., The Handbook of the Law of Visiting Forces, 2001；本間浩『在
日米軍地位協定』1996 年；本間浩その他『各国間地位協定の適用に関する比較論考察』
2003年。
( 4 ) 言及する国際法教科書でも、「民事裁判権については、駐留軍の構成員が第三者に加え
た損害については駐在国が原則として裁判権を保持するというのが通説である」と述べる
だけである。杉原高嶺その他『現代国際法講義 第 5版』2012年 6月 208 頁。
( 5 ) たとえば、1977年 9 月 27 日のファントム機墜落事故に関する損害賠償請求訴訟事案
(横浜地判 1987年 3月 4日)。































( 6 ) 防衛省『防衛白書 平成 28 年版』2016 年 319-323頁。
( 7 ) 自衛隊法など 10 本の法改正を一つに束ねた「平和安全法制整備法」および新法の「国
際聖和支援法」を総称した用語である。





























連 PKO派遣 (国連軍と受入国の長期的関係) などの派遣状況により、駐
留軍の法的取扱いに差異が生じることが考えられる。以上の 2点を考慮し
つつ、在外駐留軍の民事裁判権を検討する。
( 9 ) 国連総会決議「侵略の定義」A/RES/3314(XXIX), 14 Dec. 1974によれば、他国領域へ
の侵入、駐留条件に反する軍隊の使用および駐留の合意終了後の駐留の継続は、侵略行為
とみなされる (3 条)。
(10) たとえば、日本は、台風被害を受けたフィリピンの要請を受けて、2013年 11月 12 日
から 12月 13 日までの約 1 か月間フィリピン国際緊急援助統合任務部隊 (約 1,100名) を
派遣した。防衛省『防衛白書 平成 26 年版』308-309 頁。





























使用されている。小松一郎『実践国際法 (第 2版)』2015年 346 頁。
(12) 地位協定研究会『日米地位協定逐条批判』1997年 167-180頁参照。なお、日本と朝鮮








1994 年 4 月に再発・激化したルワンダ内戦による難民救援のために、











外交使節団の事務および技術職員に関する外交関係条約 37 条 2項によ
れば、外交官には免除が認められている刑事裁判権、民事裁判権および行





(c) イラク復興支援活動でのCPA命令第 17 号
2003年のイラク戦争後に派遣された陸上自衛隊は、連合暫定施政当局
(Coalition Provisional Authority, CPA) に参加する多国籍軍の一員として、





(14) 当該交換公文は未公開であるが、『内閣参質 131 号第 3 号参議院議員翫正敏君提出 自
衛隊のルワンダ難民救援国際平和協力業務に関する質問に対する答弁書』(1994 年 11月 1
日) の中にその内容の一部が言及されている。
(15) この免除規定は、いわゆる「A&T型の免除」と称される。US Army, Operational Law
Handbook 2015, p. 127.
(16) 拙稿「海外駐留の自衛隊に関する地位協定覚書 ―刑事裁判管轄権を中心に―」『産大
法学』43 巻 3・4号 2010年 124-125頁。
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業務の要員) では、連合国軍は、「イラクの法的手続きから免除され (1
項)」、すべての連合国要員は、「その母国 (their Parent States) の専属的
管轄権に服し、地域 (著者注―イラク) の刑事、民事及び行政裁判権か
ら免除される (4 項)」。







2004 年 6 月 27 日以降も、在イラク自衛隊員の法的地位は、「CPA命令第
17 号改正 ―イラク駐留の連合国暫定当局 (CPA)、イラク多国籍軍司令
部MNF-IRAQ、在イラクミンション及び要員」(2004 年 6 月 27 日発効)
によって規律された。同命令第 2節「イラクの法手続き」においても、多






ながら、2003年 12月から 2009 年 2月までの 6 年 3 か月間、前述のイラ
ク復興支援のための空輸支援活動を実施した。当該活動を実施するに際し
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ことに留意する必要がある。
(e) ジブチ海賊対処派遣に関する日本・ジブチ交換書簡













該請求の当事者間の協議を通じて友好的に解決する (9 項 a)」。「友好的な
解決に達することができない場合には、その紛争は、両政府による協議お






























した場合、当該訴訟手続きは継続できる (may continue) (b 項)。
なお、PKO 要員の公務中の行為による請求権問題は、そのために設立
される常設請求委員会 (standing claims commission、国連側と受入国側
から各 1名および両者共同で任命する委員長から構成される) によって解
決される (51項)。しかし、実際は、常設請求委員会はまったく設立され




具体的には、日本が 2010 年 2 月から 2013 年 3 月まで参加した国連
PKO の国連ハイチ安定化ミッション (MINUSTAH) に関する国連軍
地位協定 (2004 年 7 月 9 日書名・発効)
(21)
も、協定モデル案と同様に、
(19) 国連文書A/45/594 (9 October 1990)。翻訳資料として、『外国の立法』31 巻 1 号 (177
号) 1992年 1月 10-20頁。
(20) Aurel Sari, “Status of Forces and Status ofMission Agreements under the ESDP : the EUʼs
Evolving Practice”, the European Journal of International Law, vol. 19, no. 1, 2008, p. 93.
(21) Agreement between the United Nations and the government of Haiti concerning the
Status of the United Nations Operation in Haiti, United Nations Treaty Collection, vol. 2271,
1-40460, pp. 251-263.
34 ( 34 )
MINUSTAH 要員は「公務中の話し言葉か書き言葉及びすべての行為






















































合意により解決しなければならない (shall be settled by amical agree-
ment)」(15 条 1項)。もし友好的解決に達しない場合には、当該事案は
EU主導軍代表と接受国代表の同数から構成される請求委員会に付託され







(24) Official Journal of the European Union, L33, vol. 52, 3 Fes. 2009, pp. 41-48.
(25) Council doc. 8720/05, EU Model SOFA, 18 May 2005.
36 ( 36 )
ある。当該協定モデル案では、公務中の行為は民事管轄権が免除され (6
条 4 項)、EU 軍は、「作戦上必要な場合又は市民暴動若しくは EU軍の防
護に関連する活動に起因する民間及び政府の損害や損失に責任を負わな
い」(15 条 1項)。それ以外の民間または政府の財産の損害もしくは損失




















等に責任分担する (6条 3項 e-(i)(ii))。また、「派遣国は、受入国裁判所
の民事管轄権に関して、……訪問軍構成員について受入国裁判所の裁判管
轄権からの免除を請求しない (6条 9 項)。」
(e) ソロモン諸島・豪州等地位協定
ソロモン諸島は、国内の治安悪化により 2003 年 4 月に豪州に支援を











慣習法の履行を求める手続きを含む (10 条 2項)。」
また、13 条 (請求権) 2・3項によれば、各締約国は、公務遂行中の訪
問軍の行為による損害等の請求権を放棄し、ソロモン諸島も、他の当事国
に対する自国財産等の損害に関する請求権を放棄している。それ以外の請

















フィージーパプアニューギニア、サモア、及びトンガ間協定 (2003年 7月 24日署名・発
効)」、Australian Treaty Series 2003 No. 17.
(28) Australian Treaty Series 2012 No. 31. 等雄一郎「豪比相互訪問軍隊地位協定 ―冷戦後
の二国間防衛協力の実務協定モデル―」『外国の立法』256号 2013年 6 月 91-120頁。当
該協定の翻訳資料も添付されている。


































際政治』150 号 2007年 11月 174-175頁。
(32) 米比訪問軍地位協定 (RP-US Visiting Forces Agreement, VFA) は、フィリピン領域
内での米軍の法的地位を規定する VFA-1 と、米国領域内でのフィリピン軍の法的地位を
規定する VFA-2 の二つの別の法文書から構成されている。通常、VFAは、VFA-1 を指
























判権が免除される A&T 型の場合、および (3) 外国軍隊構成員の行為が




(34) 10 U. S. C.§ 2734 (外国人請求法：米国連邦第 10 号第 2734 節) 本法下での請求権支払
いは、法的責任ではなく善良な対外関係の維持に基づいているという。Operational Law
Handbook 2015, p. 129.
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【図 1 民事裁判権の分類】
派遣国専属型 A&T型 領域国専属型
公務中 派遣国法 派遣国法 領域国法































(36) 小松『前掲書』348 頁。国家責任条文 (A/RES/56/83, Annex,28 January 2002) の第 5





















































停戦時(国連 PKO) 国連内部手続による 受入国の裁判所手続

























(37) Cf. International Federation of Red Cross and Red Crescent Societies, Guidelines for the
Domestic Facilitation and Regulation of International Disaster Relief and Initial Recovery




































の医師免許を有する者の医療行為の取扱について」(平成 23年 3月 14日)。
↘
(38) Operational Law Handbook 2015, p. 128. たとえば、オーストラリアの訪問軍隊法がそれ
に該当する。等雄一郎「オーストラリアにおける外国軍隊の法的地位に関する法制 ――
1963年国防 (訪問軍隊) 法を中心に――」『外国の立法』258号 2013年 12月 133-152頁。
(39) 内閣参質 145 第 14号 (平成 11年 4月 16日)「参議院議員照屋博徳君提出日米合同委員
会に関する質問に対する答弁書」には、「一般国際法上、駐留を認められた外国軍隊には
特別の取決めがない限り接受国の法令は適用されず」と述べられている。
(40) 現地の法令尊重義務について、日・クウェート交換書簡 2項(b)、日・ジブチ交換書簡 3
項(b)。真山全「震災と外国軍隊」初川満編『緊急事態の法的コントロール』2013年 165頁。
44 ( 44 )
第 3に、日本は、自衛隊の派遣前に地位協定を締結する場合、従来通り、
外交関係条約のA&T型の免除規定を基本形とするであろう。それ以上に








衛隊員と領域国または領域国民) および当事国間 (日本と領域国) の友好
的合意に基づく解決を目指すとの条項を挿入することは、外交実務上、有
効的な方策と言える。紛争解決方法は、司法手続き (裁判手続き) と非司



















(43) Center for Civilians in Conflict, United States Military Compensation to Civilians in
Armed Conflict, May 2010、pp. 3-4. Cf. US Department of the Army, Army Regulation































(44) 陸上幕僚監部『イラク復興支援活動行動史 第 1編』平成 20年 5月 60頁。実際、車両
の軽微な接触事故 4 件が発生したが、賠償請求事案にまで至らなかった。『同書』117頁。
(45) 参照、「陸上自衛隊の不法行為により損害を受けたものに対する見舞木の支給について
(通達)」(平成 2年 5月 30 日陸幕法第 74号)、「見舞金お支払いについて (通達)」(平成 2
年 3月 5 日海幕法第 1079号)。
46 ( 46 )
